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市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する
条例（略称：環境保全条例）の構成（改正後）



平成15年02月15日 土壌汚染対策法施行

10月01日 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条
例施行

平成22年04月01日 土壌汚染対策法の一部を改正する法律施行

平成23年01月21日 名古屋市長から名古屋市環境審議会に諮問

03月～08月 土壌及び地下水汚染規制部会にて調査審議

9月06日 名古屋市環境審議会から名古屋市長に答申

平成24年10月04日 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条
例の一部を改正する条例公布

平成25年 3月上旬 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条
例施行細則の一部を改正する規則公布（予定）

「土壌汚染等対策指針の改正について」告示（予定）

平成25年04月01日 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条
例の一部を改正する条例施行

改正環境保全条例の施行までの経緯



改正環境保全条例の概要

＜調査・結果の報告＞
• 特定有害物質等取扱工場等の敷地内である土地が

汚染されているおそれがあると市長が認めるとき
• 特定有害物質等取扱事業者が、工場等の敷地にお

いて、規則で定める規模（500㎡以上3,000㎡未満を
予定）の土地の形質の変更をしようとするとき

土壌汚染等処理基準を超過した場合

＜自主調査＞

法、条例以外の調査で
汚染が判明したとき

区域の指定

＜措置管理区域＞

• 汚染の除去等の措置を市
長が指示

• 土地の形質の変更の原則
禁止

指定の解除

報告の義務

＜汚染土壌の搬出＞

• 搬出の規制（計画の届出、運搬基準、処理の委託）
• 管理票の交付及び保存
• 汚染土壌の処理業の許可の申請に係る生活環境影響調査の実施等

3,000㎡以上の土地の形質の
変更をしようとするとき

地歴調査結果の報告
（法第4条第2項の「汚染のおそれ」
の判断に活用）

健康被害のおそれあり

＜拡散防止管理区域＞

• 汚染の拡散の防止等の措置を
市長が指示

• 土地の形質変更時に計画の届
出が必要

＜形質変更時届出管理区域＞
• 措置不要

• 土地の形質変更時に計画の届出が
必要

摂
取
経
路
の
遮
断

健康被害のおそれなし
生活環境被害のおそれあり

健康被害のおそれなし
生活環境被害のおそれなし

汚染の除去

（下線部分が改正部分）

汚
染
拡
散
の
防
止

汚染の除去 汚染の除去



• 自主調査で汚染が判明した場合、調査を行った者は市へ調査結果を報告しな
ければなりません。（条例57条の2）

改正のポイント①
土壌及び地下水の汚染の状況を把握するための制度の拡充

土壌汚染等
処理基準超過

土地の売買、資産評価等の際に、

自主的に土壌・地下水汚染調査を実施

自主調査を行った者は市長に報告

自主調査とは、土壌汚染対策法（第3条

第1項、第4条第2項、第5条）に基づく調

査、環境保全条例（第54条第2項、第55

条第1項及び第2項）に基づく調査以外

の調査を指します。

土壌汚染対策法第14条第1項に基づく

申請があった場合は、報告の対象から

除かれます。

申請に係る特定有害物質と自主調査で

汚染が判明した特定有害物質が同じで

ある場合に限る。



（参考）土壌汚染対策法、環境保全条例に基づく調査

• 有害物質使用特定施設の使用を廃止した
とき （第3条第1項）

• 土壌汚染による健康被害が生ずるおそれ
があるとき （第5条）

• 3,000㎡以上の土地の形質の変更をしよう
とするとき
⇒土地の形質の変更の届出（第4条第1項）

⇒土壌汚染のおそれがあると市長が認め
るとき（第4条第2項）

土壌汚染対策法 環境保全条例（改正後）

• 特定有害物質等取扱工場等の敷地内で
ある土地が汚染されているおそれがあると
市長が認めるとき（第54条第2項）

• 特定有害物質等取扱工場等の敷地にお
いて、500㎡以上3,000㎡未満の土地の形
質の変更をしようとするとき （第55条第1項
及び第2項）

• 3,000㎡以上の土地の形質の変更をしよ
うとするとき
⇒地歴調査結果の報告（第57条第1項）

（参考）土壌汚染対策法第14条第1項に基づく申請

土壌汚染対策法に基づく調査以外の調査で汚染が判明

土地の所有者等は市長に対し、区域の指定を申請することができる。（第14条第1項）

市長は要措置区域又は形質変更時要届出区域に指定（第14条第3項）



• 市長は、汚染が判明した土地を人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそ
れの有無に応じて、
健康被害を防止するための措置が必要な区域（措置管理区域）、
生活環境を保全するための措置が必要な区域（拡散防止管理区域）、
形質の変更の際に届出が必要な区域（形質変更時届出管理区域）のいずれかの
区域に分類して指定します。（条例第58条第1項、第58条の4第1項、第58条の8第1項）

改正のポイント②
規制対象区域の分類等による講ずべき措置の内容の明確化

区域の分類 措置管理区域 拡散防止管理区域 形質変更時届出管理区域

健康被害が
生ずるおそれ

あり なし なし

生活環境被害
が生ずるおそれ

あり あり なし

措置
汚染の除去等の措
置を市長が指示

汚染の拡散の防止等
の措置を市長が指示

（措置不要）

土地の
形質の変更

原則禁止
着手の14日前までに
届出が必要

着手の14日前までに届出
が必要



区域の指定に係る基準①（施行細則改正案）

土壌溶出量基準に適合しない土地

周辺の土地における
飲用井戸の有無

汚染された地下水の湧出に
より環境基準に適合しない
公共用水域の地点の有無 •重金属等（シアン除く）の汚染で第二

溶出量基準に適合するもの
特定有害物質等取扱事業者の行為に
よって汚染が生じたことが明らかなもの
を除く。

•昭和52年3月15日以降に公有水面埋
立法による埋立て等により造成され
た土地であり、専ら埋立て用材料に
より基準に適合しない土地

•公有水面埋立法に基づく埋立て等に
より造成された土地であり、かつ、工
業専用地域内にある土地

措置管理区域 拡散防止管理区域 形質変更時届出管理区域

あり

あり

なし

なし

いずれにも
該当しない

いずれかに
該当する



区域の指定に係る基準②（施行細則改正案）

土壌含有量基準に適合しない土地

措置管理区域 形質変更時届出管理区域

該当する

該当しない
人が立ち入りできる土地

「措置管理区域」「拡散防止管理区域」「形質変更時届出管理区域」
の解除プロセス

措置管理区域
汚染の除去等の措置を市長が指示
土地の形質の変更の原則禁止

拡散防止管理区域
汚染の拡散の防止等の措置を市長が指示
土地の形質の変更時に市長に計画の届出
が必要

形質変更時届出管理区域

措置不要
土地の形質の変更時に市
長に計画の届出が必要

摂取経路
の遮断

汚染の
拡散防止

汚染の除去が行われた場合には、指定を解除



措置の指示を受ける者

措置管理区域に指定された場合の汚染の除去等の措置、

拡散防止管理区域に指定された場合の汚染の拡散の防止等の措置のいずれも

原則、土地の所有者等

土地の所有者等以外の者の行為によって汚染が生じたことが明らかな場合で
あって、その行為をした者に措置を講じさせることが相当であると認められ、か
つ、措置を講じさせることについて土地の所有者等に異議がないときは、その
行為をした者（条例第58条の2、第58条の5）

市長が指示する措置の概要（指針改正案）

措置管理区域 拡散防止管理区域

土壌溶出量
基準不適合

地下水
基準

適合 地下水の水質の測定

地下水の水質の測定

不適合

10倍
以下 封じ込め

10倍超 地下水汚染の拡散の防止

土壌含有量基準不適合
盛土（砂場等、盛土では支
障がある土地以外の土地の
場合）

（指示なし）

汚染状態
区域の分類



形質変更時要届出区域における汚染の拡散の防止

市長は、人の健康に係る被害が生ずるおそれがないとして、土壌汚染対策法で

措置が不要とされた土地（形質変更時要届出区域）であっても、生活環境に係る

被害が生ずるおそれがある場合には、土地の所有者等に対し、汚染の拡散の防

止等の措置を指示します。（条例第58条の6）

法の
区域の分類

要措置区域 形質変更時要届出区域

健康被害が
生ずるおそれ

あり なし

法に基づく
措置

汚染の除去等の措
置を市長が指示

（措置不要）

土地の
形質の変更

原則禁止 着手の14日前までに届出が必要

生活環境に係る被害が生ずるおそれがある場合、
条例に基づき、汚染の拡散の防止等の措置を市長が指示



• 管理汚染土壌を搬出しようとする者は、届出及び汚染土壌処理業者への処理の
委託をしなければなりません。（条例第60条、第60条の3）

• 管理汚染土壌の運搬を行う者は、運搬基準を遵守しなければなりません。（条例第
60条の2）

改正のポイント③
汚染土壌の適正処理の確保

管理汚染土壌の搬出時の届出

計画が運搬基準に違反している等
の場合は計画変更命令が発出

運搬基準に従い管理汚染土壌の運搬

適正な運搬でない場合、汚染土壌処理業者
に処理が委託されなかった場合には措置命
令が発出

搬出に着手する14日前までに届出が必

要です。

運搬基準（指針改正案）
①特定有害物質の飛散等の防止

措置
②管理汚染土壌を運搬している旨

の表示
③混載等の禁止
④積替え、保管等に関する規定
⑤管理票に関する規定 等



管理票の流れ（例）

Ｃ３票

Ｃ２票

Ｃ１票

Ｂ２票

Ｂ１票

Ａ票

６枚複写 処理終了報告として運搬受託者へ送付用

処理終了報告として交付者へ送付用

処理受託者の保存用

運搬終了報告として交付者へ送付用

運搬受託者の保存用

交付者の控え

【運搬担当者が1者の場合の運用】

管理票交付者

管理区域からの搬出

運搬受託者 処理受託者

Ａ票【保管】

Ｂ２票【保存】

Ｃ２票【保存】

Ｂ１票【保存】

Ｃ３票【保存】
Ｃ１票【保存】

①交付
Ａ,Ｂ1,Ｂ2,Ｃ1,Ｃ2,Ｃ3

③回付
Ｂ1,Ｂ2,Ｃ1,Ｃ2,Ｃ3

②Ａ（控）
受領者
記入

④Ｂ1,Ｂ2（受領）

⑤Ｂ2
（運搬終了報告）

⑥Ｃ3（処理終了報告）

⑦Ｃ2（処理終了報告）

• 管理汚染土壌の運搬又は処理を委託する者及び委託された者は、管理票による
管理汚染土壌の管理をしなければなりません。（条例第60条の5、第60条の6）



その他の改正① 土地の形質の変更時の調査

環
境
保
全
条
例

土
壌
汚
染
対
策
法

改正後改正前

特定有害物質等取扱
事業者が敷地内で500
㎡以上の土地の改変
をしようとするとき

3,000㎡以上の土地
の改変をしようとする
とき

地歴調査の結果報告
（旧条例第57条）

汚染の
おそれあり

汚染の
おそれなし

終了

調査計画書の作成、届出（旧条例第56条）

土壌汚染等調査の結果報告
（旧条例第55条、第57条）

特定有害物質等取扱
工場等の敷地内で500
㎡以上3,000㎡未満の
土地の形質の変更を
しようとするとき

3,000㎡以上の土地
の形質の変更をしよ
うとするとき

地歴調査の結果報告
（新条例第57条）

調査計画書の作成、届出（新条例第56条）

土壌汚染等調査の結果報告
（新条例第55条）

3,000㎡以上の土地の形質の変更をしようとするとき

土地の形質の変更の届出（法第4条）

汚染のおそれあり 汚染のおそれなし
終了調査命令（法第4条）

土壌汚染状況調査の結果報告（法第4条）

汚染のおそれの有無の判断に活用



（参考）土壌汚染対策法第14条に基づく申請の活用について

＜形質変更時要届出区域に指定される場合の比較＞

法第4条の手続き 法第14条に基づく自主申請の手続き

一定の規模以上の土地の形質の
変更届出書

市長が汚染のおそれありと
判断したとき

市長が土地の所有者等に調査命
令を発出

形質変更時要届出区域に指定

土壌汚染状況調査結果報告書

形質変更時要届出区域内におけ
る土地の形質の変更届出書

工事着手

工事着手
の30日前
までに

概ね120日以内

工事着手の14日前まで

自主調査を実施

汚染が判明したとき

指定の申請書

※ 要措置区域に指定される場合は、封じ込め等の措置を市長から指示されることになります。

形質変更時要届出区域に指定

形質変更時要届出区域内におけ
る土地の形質の変更届出書

工事着手

工事着手の14日前まで



その他の改正② 管理区域台帳

市長は、措置管理区域、拡散防止管理区域及び形質変更時届出管理区域の台帳
を調製し、閲覧に供します。（条例第59条）

その他の改正③ 汚染土壌処理業に係る生活環境影響調査の実施等

土壌汚染対策法に基づき汚染土壌処理業の許可の申請をしようとする者は、生活環境
影響調査を行い、その結果と事業計画書を提出しなければなりません。（条例第60条の7）

その他の改正④ 罰則

調査、措置に係る命令や届出義務に違反した者等に対し、罰則が設けられます。

刑罰 罰則が適用される違反

1年以下の懲役又は
30万円以下の罰金
（129条）

調査命令（54条2項、55条3項）、措置命令（58条の2第4項、58条の5第4項）、措置管理区域内における土
地の形質の変更の禁止（58条の3）、拡散防止管理区域等内における土地の形質の変更の届出に対する
計画変更命令（58条の7第4項、58条の9第4項）、管理汚染土壌搬出時の届出に対する計画変更命令（60
条4項）、適正運搬・処理のための措置命令（60条の4）

20万円以下の罰金
（131条）

拡散防止管理区域等内における土地の形質の変更の届出（58条の7第1項、58条の9第1項）、管理汚染
土壌の搬出時の届出（60条1項、2項）、運搬に関する基準（60条の2）、管理汚染土壌の処理の委託（60条
の3第1項、2項）、管理票の交付・保存等（60条の5第1項から5項まで、7項、8項）、虚偽の管理票の交付
等の禁止（60条の6第1項から3項まで）

3万円以下の過料
（134条）

調査計画書の届出（56条1項）、3,000m2以上の土地の形質の変更時の地歴調査結果報告（57条）、拡散
防止管理区域等内における土地の形質の変更の届出（58条の7第2項、3項、58条の9第2項、3項）、管理
汚染土壌の搬出時の届出（60条3項）、管理汚染土壌の運搬・処理状況の確認の届出（60条の5第6項）、
汚染土壌処理業に係る生活環境影響調査の実施等（60条の7第1項、2項）



名古屋市公式ウェブサイト

名古屋市では、土壌・地下水汚染に関する情報を
公式ウェブサイト（ http://www.city.nagoya.jp/ ）に
掲載しています。

＜掲載情報＞

土壌地下水 サイト内検索

検索結果

名古屋市：なごやの土壌・地下水汚染

名古屋市からのお知らせ（条例改正等）

土壌汚染対策法に基づく区域の指定について

土壌・地下水汚染の公表について（記者発表資料）

土壌汚染等に係る報告の状況について

土壌・地下水汚染に係る周辺の井戸水調査結果について

地下水調査結果

土壌汚染関係法令等（法、条例等）

報告書・届出書等様式

土壌汚染対策パンフレット等



環境局 地域環境対策部 地域環境対策課

有害化学物質対策係

• 郵便番号：４６０－８５０８

• 所在地：名古屋市中区三の丸三丁目１番１号

名古屋市役所東庁舎５階

• 電話：０５２－９７２－２６７７（直通）

• ＦＡＸ：０５２－９７２－４１５５

• Ｅメール：a2677@kankyokyoku.city.nagoya.lg.jp

名古屋市の土壌・地下水汚染担当

お越しいただく場合は、事前に電話予約をお願いします。


